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経営者年齢別のコロナ禍における取り組み状況 1

【経営者年齢別のコロナ禍における新しい取り組み】

 若い経営者ほど、コロナ禍においても新しい取り組みを行う傾向にある。一方、
70歳以上の経営者はコロナ禍でも「新たな取り組みを行っていない」が３割弱と
なり、59歳以下と比較すると10ポイント以上の差がでている。

 コロナ禍からの経済の再生に向け中小企業の活性化が求められる中で、事業承継の
促進が一層重要となる。

(n=1,538)
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31.9%
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0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

新たな販路開拓・取引先拡大

新商品・新サービスを開発

異業種への参入

テレワーク・時差時短勤務

新しい取り組みを行っていない

59歳以下 60歳代 70歳以上

(n=1,413) (n=1,077)

(複数回答)

実父から承継するタイ
ミングで、規模を縮小
して婦人服に特化し
た。コロナ禍では、現
状打破のためオンライ
ン展示会を独自で開催
すべく、100万円を超
えるWebシステムを
構築。新規取引先、特
に海外企業との新たな
取引につながったほ
か、ノウハウを蓄積す
ることができた。今後
は、ネット通販を活用
して東南アジアへ展開
したい。（東京都・卸
小売業）

Ⅰ. 中小企業の事業再編・統合

※シート①～④の調査概要はシート⑩参照
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2.7%

2017年

2019年

2020年

既に後継者を決めている 後継者候補はいる

後継者を決めていないが事業継続したい 自分の代で廃業する予定

M&A等で会社を譲渡する予定 その他

後継者決定状況の推移、後継者未定企業の利益状況 2

【後継者決定状況の推移（経営者年齢60歳以上）】

 後継者の決定状況について、事業承継税制の抜本拡充前の2017年時点では、「既に
後継者を決めている」が49.3%であったが、直近の2020年では52.6%となり、約3
年間で3.3ポイント増加している。

 一方、後継者不在企業（「後継者を決めていないが事業継続したい」「自分の代で
廃業する予定」）は約２割を占めるが、その約４割は黒字経営。価値ある事業が廃
業等で失われることのないよう、事業引継ぎ（M&A）の促進が重要である。

前
回
調
査

今
回
調
査

※前回調査は2017年7-8月に実施。
※今回調査は2020年8-9月に実施し、直近と2019年末時点での後継者決定状況を調査している。

(n=2,379)

(n=2,517)

(n=2,532)

後継者不在企業の直近期利益
黒字：42.1％
収支トントン： 20.6 ％
赤字： 37.3 %

後継者不在企業 21.1％

(n=515)
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買収先の企業規模・業種・属性・地域 3

 買収先の企業規模は小規模企業が多く、全体の７割超を占める。従業員規
模が300名超の企業でも４割は小規模企業を買収。

 買収先の業種は「同業種」が約８割、属性は「競合他社」が約４割、地域
は「同一都道府県」が約４割となっている。

77.4%

27.9%

0% 30% 60% 90%

同業種

異業種

23.8%

40.4%

28.1%

16.7%

2.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

同一市区町村

同一都道府県

近隣都道府県

国内全国

海外

【買収先の業種】 【買収先の属性】
13.1%

18.5%

36.2%

39.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

販売先

仕入先・外注先

競合他社

その他

【買収先の地域】

(n=562、複数回答)(n=563、複数回答)(n=566、複数回答)

73.2%

29.3%

3.5%

1.2%

0% 20% 40% 60% 80%

従業員20名以下

21名～100名

101～300名

300名超

(n=564、複数回答)

【買収先の企業規模】

92.5%

78.7%

53.8%

41.9%

7.5%

20.2%

41.5%

43.5%

1.2%

3.8%

8.1%

0.9%

6.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

従業員20名以下

21名～100名

101～300名

300名超

従業員20名以下 21名～100名 101～300名 300名超

【買収側と買収先の企業規模】

買収先

買収側

(n=106)

(n=253)

(n=106)

(n=62)

※複数回答分を除く
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48.0%

34.0%

17.3%

13.3%

21.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

相手先の経営・組織体制が脆弱だった

相乗効果が出なかった

相手先の従業員が退職してしまった

買収価格が高すぎた

その他

49.5%
41.5%

7.0% 2.0%

概ね達成した 一部達成した（失敗もあった）

ほとんど達成していない その他

買収した目的・期待効果の達成度 4

【買収目的・期待効果の達成度】

 買収した目的・期待効果の達成度は、「概ね達成した」が約半数を占める
一方で、「一部達成した（失敗もあった）」「ほとんど達成していない」
の合計も同程度となっている。

 達成できなかった理由としては、 「相手先の経営・組織体制が脆弱だっ
た」「相乗効果が出なかった」が上位となった。

(n=150、複数回答)

【達成できなかった理由】

(n=301)
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プロセスイノ
ベーション9.5%

プロダクトイノ
ベーション7.8%

プロセス・プロ
ダクトイノベー
ション両方
13.2%

取り組んでいない※
69.5%

イノベーションの取組状況

• イノベーション活動に取り組んでいる企業は全体の73.0％❶、革新的なイノベーション活動（競合他社
が導入していない全く新しい取り組み）に取り組んでいる企業は30.5％❷。

• プロセス・プロダクトイノベーションを複合的に取り組んでいる企業では、プロダクトイノベーション
とともに「商品・サービスの提供方法」「商品の生産方法」を実施している割合が高い❸。

プロセスイノ
ベーション
23.8%

プロダクト
イノベー

ション2.9%

プロセス・プロダクト
イノベーション両方

46.3%

取り組んでい
ない※
27.0%

＜イノベーション活動の取り組み状況＞ ＜革新的なイノベーション活動の取り組み状況＞

73.0％ 30.5％

(n=1,246)

❶

61.8%

61.2%

42.4%

40.6%

20.0%

商品・サービスの提供方法

商品の生産方法

社内体制の改善、業務の効率化

販売促進、プロモーション方法

物流工程

❷

＜プロダクトイノベーションとともに実施
されるプロセスイノベーションの割合＞

❸

(n=1,246)

プロセス・プロダクト
イノベーションを
複合的に取り組んで
いる企業

＜プロセスイノベーション＞
業務プロセスにおけるイノベーション（商品の生産方法／商品・サー

ビスの提供方法／物流工程（輸送・倉庫・在庫管理等）／販売促進・

プロモーション方法／社内体制の改善・業務の効率化）

＜プロダクトイノベーション＞
新商品・新事業の開発に関するイノベーション

(n=165)

※アイデアを実現するための方策を考えたことはあるが、イノベーション

活動が実現しなかった回答企業9.3％を含む

5
Ⅱ. 中小企業のイノベーション イノベーション＝生産性向上や価値創造に

繋がる、新商品・新サービスの開発や、業務
プロセスの抜本的見直し等 (シート⑪参照)

※シート⑤～⑨の調査概要はシート⑪参照



58.2%

49.5%

34.8%

23.1%

21.3%

20.7%

17.0%

10.6%

7.2%

4.5%

5.1%

1.1%

32.3%

30.6%

24.9%

36.7%

24.9%

21.7%

10.8%

5.9%

14.1%

8.2%

10.1%

3.2%

競合との差別化

販路拡大(国内・海外)

顧客満足度向上

既存業務の効率化

コスト削減

社員の能力向上

企業イメージ向上

社会的課題解決

職場の雰囲気改善

人材採用数・定着率の向上

効果は出ていない

その他

• イノベーション活動によって得られた効果について、革新的なイノベーションに取り組んでいる

企業ほど「競合との差別化」「販路拡大」「顧客満足度向上」など、収益に直結する効果が得ら

れていることから、革新的なイノベーションの取り組みが重要であることがわかる。

＜イノベーション活動によって得られた効果＞

※イノベーションが実現しなかった企業は除く

（複数回答・上位３つまで）

イノベーションの効果 6
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37.8%

3.4%

3.3%

24.3%

29.1%

9.2%

15.3%

29.7%

29.2%

22.5%

37.8%

58.3%

20人以下 n=111

21人～50人以下 n=148

51人以上 n=120

0～10年 11～30年 31～50年 51年超

• 従業員規模別の取り組み状況について、20名以下の小規模企業においても30％を超える企業が革新的
なイノベーション活動に取り組んでいる❶。

• 小規模企業（従業員20人以下）で革新的なイノベーション活動に取り組んでいる企業は、業歴が短い
（創業10年以内）企業の割合が高いものの、約６割以上が業歴11年以上となっている❷。また、売上
高におけるイノベーション活動に対する支出規模は、革新的なイノベーション活動に取り組んでいる
企業ほど支出割合が高く、特に従業員20人以下の小規模企業ほど支出割合が高い。小規模企業では、
経営資源が限られる中、積極的な取り組み姿勢がみられる❸。

❶従業員規模別にみた

革新的なイノベーション活動の取り組み状況

❸従業員規模とイノベーション活動に対する支出規模（売上高比率）

業歴11年以上 62.1％

❷従業員規模と創業年（革新的なイノベーション活動に取り組んでいる企業）

31.8%
34.6%

26.1%

32.3%

40.0%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

革新的なイノベーション活動に

取り組んでいる

5人以下 n=148 6人以上20人以下 n=185

21人以上50人以下 n=567 51人以上100人以下 n=235

101人以上 n=110

4.9%

13.2%

5.0%

13.1%

0.9%

7.1%

37.9%

53.3%

56.8%

58.1%

62.1%

69.2%

35.9%

25.7%

27.3%

21.5%

25.9%

20.5%

9.7%

4.6%

6.5%

6.2%

8.6%

1.3%

5.8%革新的取組あり n=103

革新的取組なし n=152

革新的取組あり n=139

革新的取組なし n=289

革新的取組あり n=116

革新的取組なし n=157

～
2
0
人

2
1
～
5
0
人

5
1
人
～

0% 1～5% 6～10% 11～25% 26～50% 51%以上支出規模（売上高比率）

従業員規模別の取組状況 7
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50.4%

45.2%

24.4% 21.2%

16.5%

6.3% 5.4% 5.1% 3.3% 2.3%
5.8%

14.3%

44.1%

36.0%

27.8%

20.8%

26.0%

13.6%
10.9%

13.7%

5.0% 6.5% 5.0%
9.5%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

現在の協力相手 n=1,013 今後も継続して、新たに連携を希望する相手 n=928

• イノベーション活動における協力相手について、「顧客、販売先」「仕入先」など取引関係にあ
る相手と連携している割合が65.8％にのぼる❶。

• 「異業種」「大学・高等教育機関」「買収・出資・業務提携先」「研究機関」などは、「現在の
協力相手」と回答する割合に対して、「今後も継続して、新たに連携を希望する相手」として回
答する割合が大きく上回っている❷。

• 「スタートアップ企業」との連携実績や連携ニーズは低い結果となっている❸。

❶ 「顧客・販売先」「仕入先」など取引関係にある相手との連携65.8％

❷ 現在の連携割合より、「今後も継続して、新たに連携を
希望する」回答割合が高い

❸

＜イノベーション活動の協力相手＞（複数回答）

オープンイノベーションの連携相手 8
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＜協力相手の有無とイノベーション活動によって得られた効果＞（複数回答）

• イノベーション活動によって得られた効果について、他社、他機関と連携して取り組んでいる企
業ほど、「競合との差別化」「販路拡大」「顧客満足度向上」といった収益につながる効果を得
られたと回答する割合が高い❶。

• 「イノベーション活動の効果が出ていない」割合は、連携していない企業では20.4％と、連携して
いる企業の8.2％を大幅に上回る❷。

❶

❷

43.4%
39.8%

29.4% 29.1%

24.4%
20.9%

14.1%

9.7%
7.7% 7.0% 8.2%

2.3%

24.7%

17.3% 18.5%

32.1%

17.9%

24.1%

6.8%

18.5%

4.9%
8.0%

20.4%

5.6%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

連携あり n=844 連携なし n=162

オープンイノベーションの効果 9
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○調査目的：中小企業の事業承継の取組み状況やコロナ禍の影響、近年中小企業において活発化している
M&Aの実施状況等について調査し、商工会議所の政策提言の基礎資料とする。

○調査対象：各地商工会議所管内の会員企業
○回答事業者数：4,140件/14,221件（回収率29.1％）
○調査期間：2020年８月17日～9月25日
○調査方法：郵送・手渡しによる調査票の送付、FAX・郵送・Webによる回答

※各種データは端数処理（四捨五入）の関係で、合計値が100％とならない場合がある。

【調査概要】

【回答企業の属性】
○業種（n=4,102）

業種 件数 構成比

建設業 824 20.1%

製造業 1,120 27.3%

卸売業 593 14.5%

小売業 442 10.8%

サービス業 946 23.1%

その他 177 4.3%

○売上高（n=4,116）

売上高 件数 構成比

１億円以下 1,053 25.6%

１億円超～３億円以下 994 24.1%

３億円超～10億円以下 1,035 25.1%

10億円超 1,034 25.1%

○従業員数（n=4,137）

従業員数 件数 構成比

０～５人 969 23.4%

６人～20人 1,370 33.1%

21～50人 861 20.8%

51～100人 470 11.4%

100人超 467 11.3%

10

業歴 件数 構成比

1～50年 1,578 38.7%

51～100年 2,071 50.8%

100年超 426 10.5%

○業歴（n=4,075）

補足資料

「中小企業の事業承継と事業再編・統合実態調査」（日本商工会議所実施）の概要

※シート①～④に対応



新型コロナウイルス感染拡大により企業を取り巻く環境は急速に変化している。このような状況を乗り越えるために、中
小企業では、新たなビジネスモデルへの転換や、自社の業務プロセスの抜本的な見直し、新商品・新サービスの開発、戦略
的なＩＴ活用など、イノベーション活動やデジタル技術活用の重要性が高まっている。
本調査は、中小企業のイノベーション推進を目的に、中小企業の現状や課題などを調査・分析し、実態をふまえた政策提

言活動の展開や、必要な支援策を検討するため実施した。

調査の目的

調査の期間

2020年10月15日（木）～2020年10月30日（金）

東京23区内の東京商工会議所会員事業者 10,000件

非上場の中小企業者（個人事業主も含まれる）

郵送による調査票の送付、回答。

メールによるWEBフォームの送付、回答。

調査対象

調査方法

回答数

※各種データは端数処理（四捨五入）の関係で、合計値が100％とならない場合がある。

※グラフの割合は無回答を除く割合を算出している。

1,259件（回答率12.6％）

＜業種構成＞
建設業 ：176社（14.0%）
製造業 ：332社（26.4%）
卸売業 ：219社（17.4%）
小売業 ： 63社（5.0%）
サービス業 ：469社（37.3%）

＜従業員規模構成＞

【本調査におけるイノベーション】
売上や業務の効率化など生産性向上に寄与し、経済的な価値を生み出す、課題解決に向けた企業における

新たな取り組み。革新的なイノベーションだけでなく、自社にとって新しい、または改善された取り組みも
含む。
※革新的なイノベーション：競合他社が導入していない全く新しい取り組み。

５人以下 ：153社（12.2%）

６人以上20人以下 ：188社（14.9%）

21人以上50人以下 ：569社（45.2%）

51人以上100人以下 ：236社（18.7%）

101人以上300人以下 ：103社（8.2%）

301人以上 ：9社 （0.7%）

「中小企業のイノベーション実態調査」（東京商工会議所実施）の概要

補足資料
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※シート⑤～⑨に対応




